
(1)　利子所得等の課税状況

支 払 金 額 源泉徴収税額
障害者等非課税・
財形貯蓄非課税分
支 払 金 額

その他非課税分
支 払 金 額

支 払 金 額 源泉徴収税額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

215,101,507 32,942,796 1,953,240 9,645,600,801 9,862,655,548 32,942,796

619,779,266 94,458,554 969,859 2,235,170,985 2,855,920,110 94,458,554

銀 行 預 金 278,439,698 42,644,564 1,359,194 71,900,607 351,699,499 42,644,564

銀行以外の金融機関の預金 52,964,775 8,067,365 1,714,288 108,937,208 163,616,270 8,067,365

その他勤務先預金等の利子 27,642,682 4,198,399 58,839 23,841 27,725,363 4,198,399

10,909,236 1,771,904 271,509 8,661,367 19,842,111 1,771,904

63,456,211 9,356,383 104,489 5,056,395 68,617,095 9,356,383

1,268,293,374 193,439,965 6,431,419 12,075,351,204 13,350,075,996 193,439,965

112,458,870 17,223,076 － 41,989,671 154,448,542 17,223,076

646,114,252 127,719,998 1,782,980 25,106,156 673,003,388 127,719,998

1,870,723 343,801 － － 1,870,723 343,801

2,028,737,220 338,726,839 8,214,398 12,142,447,031 14,179,398,648 338,726,839

調査対象等：　平成26年２月から平成27年１月までに利子等の支払者から提出された「利子等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

（注）１　「障害者等非課税・財形貯蓄非課税分」は、所得税法第10条（障害者等の少額預金の利子所得等の非課税）、租税特別措置法第４条

　　　　（障害者等の少額公債の利子の非課税）、第４条の２（勤労者財産形成住宅貯蓄の利子所得等の非課税）及び第４条の３(勤労者財産

　　　　形成年金貯蓄の利子所得等の非課税)に規定する非課税分である。

　　　２　「その他の非課税分」は、所得税法第11条（公共法人等及び公益信託等に係る非課税）のほか、租税特別措置法第５条（納税準備預

　　　　金の利子の非課税）及び第８条（金融機関等の受ける利子所得等に対する源泉徴収の不適用）等に規定する非課税分である。

　　　３　「課税分」には、個人のほか、法人の受取分も含まれている。

　　　４　「割引債の償還差益」の「支払金額」及び「源泉徴収税額」は、租税特別措置法第41条の12（償還差益等に係る分離課税等）に規定

　　　　する課税分であり、個人のほか、法人の受取分も含まれている。

計

定 期 積 金 の 給 付 補 て ん 金 等

匿名組合契約等に基づく利益の
分 配 、 生 命 保 険 等 の 差 益

小　　　　　計

割 引 債 の 償 還 差 益

３－３　所得種類別課税状況

公社債投資信託の収益の分配等

合　　　　　計非　課　税　分課　　税　　分

預貯金

区　　　　　分

公 債

社 債

合 同 運 用 信 託 の 収 益 の 分 配
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(2)　配当所得の課税状況

非　課　税　分

支払金額 源泉徴収税額 支払金額 支払金額 源泉徴収税額

千円 千円 千円 千円 千円

剰余金又は利益の配当、剰余金の分
配、基金利息の分配、特定投資法人の
投資口の配当等

11,361,062,480 2,087,737,390 4,191,288,180 15,552,350,660 2,087,737,390

2,270,679,481 347,655,908 614,362,443 2,885,041,925 347,655,909

源泉徴収選択口座内配当等 1,332,138,047 203,850,844 － 1,332,138,047 203,850,844

計 14,963,880,009 2,639,244,142 4,805,650,623 19,769,530,632 2,639,244,142

（注）１　「非課税分」は、所得税法第11条（公共法人等及び公益信託等に係る非課税）に規定する非課税分のほか、租税

　　　　特別措置法第９条の３の２第１項に規定する上場株式等の配当等で国内における支払の取扱者を通じて支払われた

　　　　もの及び租税特別措置法第９条の８に規定する非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得の非課税分である。

　　　２　「課税分」には、個人のほか法人の受取分も含まれている。

　　　　　　基づいて作成した。

調査対象等：　平成26年２月から平成27年１月までに配当等の支払者から提出された「配当等の所得税徴収高計算書」及び

合 計

投資信託（公社債投資信託及び公募公
社債等運用投資信託を除く。）及び特
定受益証券発行信託の収益の分配等

区　　　　　分
課　税　分

　　　　　　「上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額及び源泉徴収選択口座内配当等の所得税徴収高計算書」等に
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(3)　特定口座内保管上場株式等の譲渡所得等の課税状況

千円 千円

源泉徴収選択口座内保管
上場株式等の譲渡所得等

1,658,107,133 251,121,755

調査対象等：　平成26年２月から平成27年１月までに上場株式等の譲渡の対価の支払者から提出された
　　　　　　「上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額及び源泉徴収選択口座内配当等の所得税
　　　　　　徴収高計算書」に基づいて作成した。

区　　　　　　　分
源泉徴収選択口座内
調整所得金額等

源　泉　徴　収　税　額
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(4)　給与所得及び退職所得の課税状況

支　払　金　額 源泉徴収税額 支　払　金　額 源泉徴収税額 支　払　金　額 源泉徴収税額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

俸 給 ・ 給 料 ・ 賞 与 5,871,932,480 267,949,827 92,886,619,773 4,084,795,133 98,758,552,253 4,352,744,960

日 雇 労 働 者 の 賃 金 11,898,526 232,824 692,557,209 12,890,040 704,455,735 13,122,864

計 5,883,831,006 268,182,651 93,579,176,983 4,097,685,173 99,463,007,988 4,365,867,824

543,066,726 6,769,294 3,528,186,266 97,101,837 4,071,252,993 103,871,131

－ － － 182,712 － 182,712

調査対象等：

用語の説明：

２　「法定調書」とは、所得税法の規定により税務署長に対して、その提出を義務付けられている書類をいい、原則として翌年１月31日までに提出する
　こととなっている。法定調書の種類は多数にのぼっており、例えば①利子等の支払調書、②配当、剰余金の分配及び基金利息の支払調書、③報酬、料
　金、契約金及び賞金の支払調書、④給与所得の源泉徴収票、⑤非居住者に支払われる給与、給付及び役務の報酬の支払調書がある。

退 職 所 得

災害減免法により徴収猶予したもの

１　「官公庁」とは、政府機関、地方公共団体及びこれらの関係機関（所得税法別表第一の第一号に掲げる法人等のうち、公社、公団、公庫、事業団、
　日本政策金融公庫、国立大学法人等、国・地方公共団体が全額出資しているもの及び特定独立行政法人をいう。）を集計したものである。

３　「徴収猶予」とは、通常の法定納期限に徴収しないで、一定の期間徴収手続を猶予することをいう。したがって、一定の期間、納期限を延長する、
　いわゆる延納制度とは異なるものである。

給 与 所 得

区　　　　　分
官 公 庁 そ の 他 合 計

　給与等の支払者から平成27年４月30日までに提出された「法定調書合計表（給与所得の源泉徴収票、退職所得の源泉徴収票）」及び平成26年２月から
平成27年１月までに提出された「給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書」に基づいて作成した。
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(5)　報酬・料金等所得の課税状況

千円 千円

原 稿 料 、 作 曲 料 、 放 送 謝 金 、 講 演
料 等 の 報 酬 又 は 料 金

810,713,399 95,656,019

弁 護 士 、 税 理 士 等 の 報 酬 又 は 料 金 1,108,628,314 117,190,235

診 療 報 酬 1,791,678,340 152,448,219

職 業 野 球 の 選 手 、 騎 手 、 外 交
員 等 の 報 酬 又 は 料 金

1,200,224,463 76,856,798

芸 能 等 に つ い て の 出 演 ・ 演 出 等 の
報 酬 又 は 料 金

279,491,978 28,173,421

バ ー 、 キ ャ バ レ ー の ホ ス テ ス 等
の 報 酬 又 は 料 金

143,162,730 8,737,505

契 約 金 ・ 賞 金 95,292,768 6,512,073

　小　　　　　　　　　計　 5,429,191,991 485,574,271

43,316,334,121 310,530,792

1,805,434,016 34,666,774

37,888,391 2,228,541

50,588,848,518 833,000,378

－ 134,481

調査対象等：　報酬・料金等の支払者から、平成27年４月30日までに提出された「法定調書の合計表
　　　　　　（報酬・料金・契約金及び賞金の支払調書）」及び平成26年２月から平成27年１月までに
　　　　　　提出された「報酬・料金等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

計

法 第 203 条 の ２ 該 当 （ 公 的 年 金 等 ）

源泉徴収税額支　払　金　額

災 害 減 免 法 に よ り 徴 収 猶 予 し た も の

区　　　　　　　　　　分

法 第 174 条 該 当 （ 馬 主 が 受 け る 競 馬 の 賞 金 等 ）

法 第 207 条 該 当 （ 生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金 ）

法
　
第
2
0
4
条
　
該
当

東京国税局
源泉所得税３

（Ｈ26）



(6)　非居住者等所得の課税状況

千円 千円

公 社 債 ・ 預 貯 金 の 利 子 等 7,645,488 1,010,759

剰余金又は利益の配当、特定投資法人の投資口の配当等、投資信
託（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除く。）及
び特定受益証券発行信託の収益の分配

3,588,719,773 318,580,717

匿 名 組 合 契 約 に 基 づ く 利 益 の 分 配 97,124,464 18,978,416

給 与 ・ 賞 与 等 109,487,296 15,411,074

退 職 所 得 34,837,296 6,856,066

役 務 の 報 酬 4,652,288 568,370

工 業 所 有 権 そ の 他 の 技 術 に 関 す る 権 利 等 の 使 用 料
又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価

296,167,997 31,215,102

著 作 権 の 使 用 料 又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価 172,898,524 16,105,118

貸 付 金 の 利 子 137,712,490 13,741,498

不 動 産 、 採 石 権 の 貸 付 、 租 鉱 権 の 設 定 又 は 航 空 機 、
船 舶 の 貸 付 に よ る 所 得

44,531,305 7,764,289

機 械 等 の 使 用 料 - -

土 地 等 の 譲 渡 に よ る 対 価 92,587,572 9,597,077

人 的 役 務 提 供 事 業 の 対 価 100,806,904 14,215,163

生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金 151,428 8,963

賞 金 466,878 22,649

合　　　　　計 4,687,789,705 454,075,262

調査対象等：　平成26年2月から平成27年１月までに非居住者等の給与等の支払者から提出された「非居住者・外国法人の
　　　　　　所得についての所得税徴収高計算書」に基づいて作成した。

源泉徴収税額区　　　　　分 支　払　金　額
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